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平成3年 版通信白書の発表に当たって

今 日、我が国は、安定的な経済成長 を持続 し、その経済力に見合 った

封際的な貢献 を行 うとともに、「豊か さを実感 できる国民生活」を実現 し
、

てい くこ とが求め られています。

一方、情報通信 は、これ まで国民生活、産業、経済、文化 を支える社

会基盤 として大 きな役割 を果た してきましたが、1990年 代にお いても、

伐が国が豊 かな生活大国 とな ってい くために、 ます ます重要 な役割 を果

たす ことが期待 されてお ります。

この ような状況 を踏 まえ、今回の通信 白書 にお きましては、「豊かな生

舌と情報通信」をテーマに取 り上げました。今後、国民生活面、産業面、

径済面、文化面の均衡 の とれた真に豊かな社会 を実現 してい くに当たっ

て、東 京一極集中の是正 と活力ある地域社会 の形成な ど、我が国が直面

ケる多 くの課題 を解決 してい く必要があ ります。白書では、このような

渚課題 の解決 に向け、情報通信分 野において、適切に対処す る必要が あ

ることを記述いた してお ります。

郵政省 といたしましては、今後 とも、望 ましい高度情報社会の形成に

向けて積極的に取 り組 んでまいる所存であ りますが、それには、何 より

も国民の皆様の御理解 と御協力がなければならないことは言を待 ちませ

も。

この白書が、我が国の情報通信 の現状並びに情報通信政策 に対す る国

モの皆様の御理解 を深め る上で、一助 とな りますれば、誠に幸いに存 じ

ます。

平成3年6月

郵政大臣 関 谷 勝 嗣
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凡 例

この 白書においては、以下の略号等 を使用 してい る。

NTT:日 本電信電話株式会社

KDD:国 際電信電話株式会社

NHK:日 本放送協会

民放連:社 団法人 日本民間放送連盟

CATV:有 線テ レビジョン放送

ISDN:サ ー ビス総合デジタル網

パソコン:パ ー ソナル ・コンピュー タ

ワープ ロ.ワ ー ドプロセ ッサ

CD:コ ンパ ク トデ ィスク

民活法:民 間事業者の能力の活用に よる特定施設の整備の促進に関する

臨時措置法




